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１．はじめに 

  

欧米では、パリのVelib’、バルセロナのBicingなどに

代表される大規模なコミュニティーサイクル(≒サイク

ルシェアリング：ＣＳ)が導入され、市民、観光客など

に広く利用され『まちの公共交通』として定着しつつあ

る。これらの運営の多くは、民間事業者により行われて

いるが、なかでもVelib’は、2007年7月のサービス開始

から12月までの間に約2万台の自転車、約1500箇所の駐

輪ポートが急速かつ大規模に導入された事、PPP（パブ

リック・プライベート・パートナーシップ）方式でパリ

市に導入された事により世界的に注目されている。わが

国では、2010年3月より富山市にてパリ市とほぼ同様の

システムにて（150台の自転車、15箇所の駐輪ポート）、

自転車市民共同利用システム『アヴィレ』が民間事業者

によりサービスを開始している。また、環境省や国土交

通省などにより自動車渋滞の緩和やCO2の削減を主たる

目的として全国的に自転車の共同利用実験の実施や自転

車モデル地区が設定され、サイクルシェアリングによる

効果の検証や、安全で安心な歩行者・自転車走行空間の

検討などが行われ、全国的にＣＳや自転車の安全な利用

環境やマナーに対する機運が高まっている現状がある。

 一方で、日本において持続的なＣＳサービスを提供す

る場合にはいくつかの課題が考えられる。まず、欧米で

は第２次世界大戦の戦災を受けながらも、歴史あるまち

並みが残っており、まち並みや景観を積極的に保存しよ

うという理念がある。したがって、屋外広告に対しても

厳しい規制が行われている。このような背景のもと、パ

リ市では、Velib’の事業者に独占的な広告の掲載権を取

得する代わりに、ＣＳのシステムの設置や運営をPPP方

式で調達し、事業者は、自転車の利用料金収入や広告収

入を主な収入源とするビジネスモデルを構築している。

一方で、わが国では戦後にまち並みが形成された都市が

大半であることから、本格的なＣＳ導入を考えた場合、

広告収入への過度な依存は回避すべきであると考えられ

る。また、ＣＳは比較的足の短い都心内の自動車トリッ

プを、渋滞や環境負荷のない自転車交通へ転換を促すと

ともに、比較的足の長い郊外からの自動車に対して、ア

クセス・イグレスの交通手段を自転車に置き換え、相対

的に公共交通利用の所要時間を短縮することで転換を促

す役割も担っている。しかしながら、欧米のＣＳの実情

を見ると、自動車交通からの転換のほか、都心内の足の

短い公共交通を利用するトリップもＣＳに転換するなど

の課題も報告されている。したがって日本型ＣＳモデル

には、魅力的なサービスや地域の活性化、放置自転車対

策、自動車からの転換によるCO2の削減、都心内の適切

な交通モーダルスプリットなど、公共政策としての意義

が反映された地域密着型のサービスを提供し、その上で

持続的なサービスの提供が可能な収支構造とすることな

どが求められる。札幌においては、平成２１年に環境省

により、携帯電話のICチップを用いた個人認証システム

を実装した駐輪ポートを用いた平成21年度都市型コミュ

ニティサイクル社会実験が行われた。この実験では、自

転車の貸出・返却の利用履歴よりリアルタイムにアンリ

ンクトリップを観測し、これらのデータに対しアンケ

ート調査を行うことでトリップデータの補完や行動デ

ータを取得する新たな調査手法の実装を行っている。 

本稿では、平成２１年度実験を報告するとともに、

取得したデータをもとに利用者ニーズや公共サービス、

ビジネスとしての視点からＣＳのニーズとシーズにつ

いて議論する。また、平成２２年６月から９月にかけ

て㈱ドーコンと㈱NTTドコモにより実施予定である、平

成２２年度サイクルシェアリング実証実験を展望し、

ＣＳを持続的に社会公共サービスとして提供するため

のビジネスモデルについて展望する。 
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２．平成２１年度社会実験の概要 

 

（１）社会実験の実験規模 

平成21 年度社会実験は、平成21 年9 月19 日～9 月3

0 日までの12 日間において、札幌都心部の７箇所（図

１）に駐輪ポート（図４）を設置し、50 台の自転車の

貸し出しを行った。実験は事前登録を必要とする無料の

モニター制の実験として行い、252 名の利用者を募った。 

実験終了時には、これらの252名のモニターに対し、実

験参加の所感のほか、自転車の貸出・返却の利用履歴に

対応する個人の行動履歴や有料化になった際の利用意向

などをアンケートにより調査を行った。 

 

（２）使用機材 

使用機材は、運営時のコストや有料化を見据えて自

転車の管理を無人で行えるように、おサイフケータイ機

能つき携帯電話により個人認証した上で、自動的に自転

車駐輪ポートのロック施開錠がなされる自転車駐輪ポー

トを開発した。 

a）管理システム 

個人認証および自転車の開施錠、自転車の在庫情報、

貸出・返却の情報はシステム管理サーバで集中管理され

る（図２）。これらの情報はリアルタイムにPCや携帯電

話等の管理端末の画面（図３）に表示され、自転車が１

箇所の自転車駐輪ポートに集中、自転車在庫が不足する

際には自転車の再配置を行うなど、安定したサービスの

提供と運営コストの縮減を目的として開発を行った。 

b）自転車駐輪ポートおよび自転車 

駐輪ポートはソーラーパネルとバッテリー、携帯電話

回線を利用した通信機能を内蔵しており、積雪寒冷地で

ある札幌における冬季の撤去も考慮しアンカーなどでの

固定も必要のない可搬型となっている。また、自転車ラ

ックは、１台ごとにセグメント化されており、設置箇所

の需要量に応じて自転車台数の調整ができるようになっ

ている。また、自転車はブリジストン社製のマリポーサ

mini(２０インチ)を用意した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．平成２１年度社会実験の効果と課題 

 

（１）実験結果の概要 

本実験では、地域活性化・放置自転車対策・CO2排出

削減・都市景観の向上などの目的に対して、 

・ヒアリングの結果、駐輪ポートを設置した大規模商業 

施設では集客ツールとしての期待感を確認できた。 

・アクセス利用とイグレス利用の組み合わせによる放置 

自転車対策としての可能性を把握できた。 

・夜間の持ち帰りを一部可能にしたことで、自動車通勤 

から自転車通勤に切り替えたユーザーを確認できた。 

【システム管理サーバー】

・ユーザー対
・運搬調整

【ポート】
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２

３
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２

３
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・施錠解錠
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【ユーザー】
（携帯電話）

・ データの登録
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図1 自転車ポートの設置箇所 

ソーラーパネル 自転車ラック 

ポートコントローラー 

図4 自転車駐輪ポート 

図2 システムの構成 

図3 管理者画面 



・駐輪ポートに整列した同じデザインの自転車は、札幌 

の街並みを大きく変えた。 

といった公共政策上の意義を確認することができた。 

また、アンケート調査結果によると、“満足”・

“やや満足”と回答したモニターが全体の８割を上まわ

っていたなど、利用者から高い評価を得た。 

 

（２）利用状況の分析 

a）日別利用状況 

実験に参加するモニターは、実験開始前および実験

期間中において随時募集を行い、最終的には252名のモ

ニターを募ることができた。なお、これらのモニターの

ＣＳの利用目的の内訳は、約60%が買物、約15%が営業活

動、約13％が通勤・通学、約12％が観光となっている。

利用トリップ（利用回数）は天候、平日・休日によりば

らつきがあるが、日平均で５６トリップの利用となって

いる（図５）。なお、トリップ数は9月28日と9月30日に

落ち込んでいるが、9月28日は天候不順であった為、9月

30日は、実験の最終日であり、午前中から自転車の返却

状況を見ながら貸し出しの停止を行ったためである。 
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b）平日・休日別・時間帯別利用状況 

 図６は平日、休日別の時間帯別利用状況であるが、９

時～１７時までの利用状況が、平日に比べ、休日が３倍

～４倍多いことが大きな違いである。この理由は、居住

地と就業地、ＣＳの利用目的により説明ができる。まず、

時系列で平日のＣＳの利用を考えると、朝の通勤・通学

での利用から始まり、日中の業務や買い物、１７時以降

の帰宅、帰宅途中の買い物などの目的で利用される。さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

らに、実験中のＣＳの利用は、札幌の都心地区に限定し

た実験であるため、ＣＳの利用条件は都心にモニターが

居ることが大前提となる。この時系列の流れに沿ってモ

ニターの内訳を考えると、①通勤通学に該当するモニタ

ーの割合は約13％（約30人）、②日中の業務での利用が

約15％（約40人）、③日中の買い物を行う主婦や観光客

が約10％（約25人）となっている。 

したがって、平日の潜在的な需要となるモニター数

は②と③の約65名となる。一方で休日はモニターの大半

は休みで、利用目的は買い物などの私用となる。したが

って、潜在的な需要はモニターのほぼ全員の約250と考

えると、平日の日中に対し４倍近い潜在需要になると推

測される。これより、時空間的にＣＳを利用可能な潜在

需要に比例して、利用者数も増加することが示唆される。 

c）自転車の貸出時間 

実験に参加したモニターに対しては、登録時にＣＳ

が複数の人に利用されることにより、まちの活性化や放

置自転車の削減などの社会的効果を発揮することを説明

し、極力30分以内の利用を依頼した。30分を返却ルール

とした理由は、事前のアンケート調査により30分以内の

利用が多かったこと、欧米のＣＳが30分を境に時間従量

制で課金がされているためである。貸出時間の分析は、

有料にてＣＳを展開する場合の、サービスと利用料金の

設計のために重要な分析であるため、社会実験において

は、時間従量制の課金の代わりに、返却を促すメールを

送信し、利用時間を意識するような手法も実装した。図

７は貸出を行った自転車が返却されるまでの貸出時間の

累積値（今回の実験の場合は協力率とも読み取れる）で

ある。実験では30分を超過する貸出が約25％発生し、約

40分で80％タイル、約60分で90％タイルの移動をカバー

することがわかった。 

 

（３）アンケートによる利用者ニーズの分析 

 モニターの利用動機は、目的地への早着、自転車の盗

難の心配がなくなる、街が活性化するなどが上位を占め

た（図８）。これより、目的地への到早が、自動車から

ＣＳと公共交通を組み合わせた移動手段への転換、個人

認証、ポートによる自転車の施開錠などのセキュリティ 

図７ 自転車の貸出時間の分布 
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図６ 時間帯別の利用状況 

図５ 登録モニター数およびトリップ回数 
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ーに対する期待、札幌市民が主体となった街づくりに期

待が寄せられていることが伺える。利用動機の目的地へ

早着を支えるためには、駐輪ポートの高密度な配置が重

要となるが、実験ではモニターの68％が駐輪ポート数は

少ないと回答している（図９）。図１０の点線は、アン

ケートのSP設問より得た駐輪ポートまでの歩行距離とＣ

Ｓの利用意向、実線は、実験期間中におけるモニターの

発着地から駐輪ポートまでの歩行距離の分布を表してい

る。また、ハッチングの領域は実験期間中に少し歩行時

間が長くても我慢して（実験に協力的な）ＣＳを利用し

ていたモニターである。ＣＳを導入する際には、構造的

な方策として、利用者ニーズを満たすサービスを提供す

ることが望ましいが、現実的には駐輪ポートの用地交渉

などが必要となり、段階的なサービスの拡充が想定され

る。一方で、まちが活性化する、環境にやさしいなどの

モニターの利用動機より、社会的な意義を利用者と共有

することが初期段階におけるサービス量の不足を補う手

段、まちに愛されるみんなの自転車としても必要な条件

であり、まちづくりと一体となった心理的な方策もＣＳ

の導入時に有用な手段として期待される。 

 

４．平成２２年度実証実験（有料化）に向けた利用者の

価格感度と収益の試算 

 

アンケート調査により、ＣＳが有料となった場合の

支払い意思額を把握し価格感度曲線を得た（図１１）。

収益の試算は、月額定期利用の支払い意思額の平均値で

ある1000円を月額料金と設定するとともに、１台の自転

車がシェアできる臨界トリップ数を10～13トリップと仮

定し、自転車100台が飽和状態となるとなるときの利用

者数が2500人程度という結果を得た。また、PT調査結果

を用いたＣＳへの転換可能需要の想定では、札幌都心部

における利用者2、500人は十分に見込める需要であると

判断された。これらを用い収益を試算した結果、実験期

間の４ヶ月で1、400万円程度となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．今後の課題と展望  

 

 平成21年度社会実験では、ＣＳの公共政策としての意

義や収益モデル等の成果が得られた。しかしながらＣＳ

の本格実施を考える場合は、地域密着型のサービスを提

供した上での収益の最大化と、資産調達・管理運営コス

トの最小化、すなわち単年度での黒字を実現する必要が

ある。そこで、平成22年度ＣＳ実証実験では、信頼性の

高い事業性検証を実施するために、平成21年度社会実験

より規模を拡大し、地域密着型のサービスを高めるため

に、商店街やホテル・旅行代理店等と連携するなど交通

まちづくりとしての要素を盛り込む予定である。この結

果から、札幌でのＣＳ事業導入の可能性を総合的に判断

し、次なる展開に結びつけたい。 
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図１１ 駐輪ポートまでの歩行距離と利用意向の関係 
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表２ 平成２２年度実証実験の需要予測 
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図９ 自転車ポート数の満足度 
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図１０ 駐輪ポートまでの歩行距離と利用意向の関係 

図８ モニターの利用動機 
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